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平成２６年の岐阜県内における労働災害発生状況（速報値） 
― 前年同期に比べ４．４％の減少 ― 

 

 岐阜労働局（局長 佐々木秀一）では、岐阜県において平成２６年１月から１２月に発生

した休業４日以上の労働災害の発生状況（12月末現在の速報値）をとりまとめましたので、

公表します。 

 また、この公表に併せ、県内の労働災害防止団体等に対して、労働災害のない職場づくり

に向けた協力要請を行います。 

 

１ 平成２６年の労働災害発生状況について（別添資料１、２参照） 

⑴ 平成２６年（１月から１２月）の労働災害発生数は、１，７６６人となり、前年同期 

に比べ８２人（4.4％）の減少となった。 

３月末時点における確定値において前年の発生数２，０１９人を下回った場合、平成 

２３年以来３年ぶりに前年より減少することとなる。 

⑵ 産業別では、製造業（－3.5％）、建設業（－6.4％）、運送業（－2.6％）、商業等第三 

次産業（－6.8％）で減少しているが、鉱業（＋166.7％）、農林・畜産・水産業（＋1.1％） 

では増加している。 

⑶ 平成２６年における発生状況の推移を見ると、４月末時点では前年同期比で13.0％  

の増加であったものが、５月末時点以降対前年同期比増加率が減少し、１０月末時 

点以降は対前年同期比で減少に転じている。 

 

２ 労働災害防止団体等への要請について 

   上記の災害発生状況の動きを踏まえ、第１２次労働災害防止推進計画（計画期間：平

成２５年～平成２９年、目標：労働災害の１５％削減）の達成に向け、年当初から労使

一体となって労働災害の防止に努めるよう、会員への周知、注意喚起について県内の各

労働災害防止団体等へ協力要請を行うこととしている。 
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(資料１）

　　年　　　　別   対 前 年 比

業　　　　　　　　　種 死傷者増減率

全　　　　産　　　　業 1,766( 13) 1,848( 14) -82 ( -1) -4.4%

製　　　　造　　　　業 637( 2) 660( 9) -23 ( -7) -3.5%

食料品 109( 0) 104( 0) 5 ( 0) 4.8%

繊維工業 10( 0) 18( 0) -8 ( 0) -44.4%

衣服その他の繊維製品 6( 0) 7( 0) -1 ( 0) -14.3%

木材・木製品 36( 0) 53( 3) -17 ( -3) -32.1%

家具・装備品 24( 0) 23( 0) 1 ( 0) 4.3%

パルプ・紙・紙加工品 28( 0) 24( 1) 4 ( -1) 16.7%

印刷・製本業 9( 0) 15( 0) -6 ( 0) -40.0%

化学工業 53( 0) 56( 0) -3 ( 0) -5.4%

窯業土石製品 82( 2) 80( 2) 2 ( 0) 2.5%

鉄鋼業 18( 0) 17( 0) 1 ( 0) 5.9%

非鉄金属 9( 0) 10( 1) -1 ( -1) -10.0%

金属製品 104( 0) 102( 1) 2 ( -1) 2.0%

一般機械器具 48( 0) 55( 1) -7 ( -1) -12.7%

電気機械器具 18( 0) 14( 0) 4 ( 0) 28.6%

輸送用機械等 41( 0) 41( 0) 0 ( 0) 0.0%

電気・ガス・水道業 0( 0) 2( 0) -2 ( 0) -100.0%

その他の製造業 42( 0) 39( 0) 3 ( 0) 7.7%

鉱　　　　　　　　　　業 8( 0) 3( 0) 5 ( 0) 166.7%

建　　　　設　　　　業 235( 3) 251( 2) -16 ( 1) -6.4%

土木工事業 69( 1) 71( 0) -2 ( 1) -2.8%

建築工事業 125( 1) 137( 1) -12 ( 0) -8.8%

　木造家屋建築工事業 32( 0) 42( 1) -10 ( -1) -23.8%

その他の建設業 41( 1) 43( 1) -2 ( 0) -4.7%

運　　　　送　　　　業 188( 4) 193( 1) -5 ( 3) -2.6%

陸上貨物運送事業 165( 3) 176( 1) -11 ( 2) -6.3%

農林・畜産・水産業 95( 0) 94( 0) 1 ( 0) 1.1%

林　　　　　業 63( 0) 63( 0) 0 ( 0) 0.0%

商業等の事業 603( 4) 647( 2) -44 ( 2) -6.8%

商　　　　業 204( 3) 202( 2) 2 ( 1) 1.0%

　小売業 162( 3) 165( 1) -3 ( 2) -1.8%

金融広告業 10( 0) 13( 0) -3 ( 0) -23.1%

映画・演劇業 0( 0) 0( 0) 0 ( 0)

通信業 38( 0) 39( 0) -1 ( 0) -2.6%

教育研究 11( 0) 11( 0) 0 ( 0) 0.0%

保健衛生業 94( 0) 112( 0) -18 ( 0) -16.1%

　社会福祉施設 65( 0) 77( 0) -12 ( 0) -15.6%

接客娯楽 136( 0) 176( 0) -40 ( 0) -22.7%

　旅館業 29( 0) 37( 0) -8 ( 0) -21.6%

　飲食店 41( 0) 66( 0) -25 ( 0) -37.9%

　ゴルフ場 50( 0) 51( 0) -1 ( 0) -2.0%

清掃・と畜業 44( 0) 49( 0) -5 ( 0) -10.2%

官公署 3( 0) 0( 0) 3 ( 0)

その他の事業 63( 1) 45( 0) 18 ( 1) 40.0%

労働者死傷病報告による休業４日以上の死傷者数です。なお、（　　）は死亡者数で内数です。

 (死亡者数）  (死亡者数） 増 減 数 (死 亡 者）

平成26年における死傷災害発生状況（12月末集計速報値）
岐阜労働局

平成26年 平成25年 対  前  年  比



（資料２） 
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